
令和 3 年 2 月

令和 2 年度 令和 11

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

計 画 給 水 人 口 11,800

現 在 給 水 人 口 10,299法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 5,210 ㎥／日

管 路 延 長

平内町水道事業経営戦略

事業の現況

水道使用料

メーター使用料

142

千ｍ

水 源

配水池設置数

7

0.236

供 用 開 始 年 月 日 昭和４０年　４月　１日

施 設 利 用 率 75.9

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

～

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

平内町

平内町上水道事業

計 画 期 間 ：

8

水道事業の組織体制は以下のとおりなります。

これまでの主な経営健全化の取組

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成２４年４月に童子・狩場沢・浪打・土屋地区にあった簡易水道事業を上水道事業に統合し認可されました。
これに伴い、浪打・土屋地区の配水管統合、土屋浄水場に沈澱池を設置しました。

平成１３年　５月　１日

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

課長 室長 予算、決算、経理、水道料金、検針　２名
水質検査、施設管理、施設整備　２名

上水道管理係地域整備課 上下水道管理室

口径 使用料１月 口径 使用料１月

13mm 170円 40mm 730円

20mm 270円 50mm 1,300円

25mm 380円 75mm 1,960円

30mm 540円 100mm 2,300円

基本水量１月 基本料金１月 超過料金１㎥

家事用 ７㎥ 1,300円 240円

団体用 10㎥ 2,000円 280円

工業用 10㎥ 2,000円 280円

営業用 10㎥ 2,000円 280円

湯屋用 10㎥ 2,000円 135円

種別
水道使用料



（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

水道事業を将来にわたり安定して維持させるため、現状の組織体制を維持し、水道事業に精通した職員の育成に取り組みます。
また、公営企業職員として、事業の効率的な経営と公共性及び企業性の発揮に努め、企業会計や目標管理などの民間経営手法を導入して、経営能力の向上を図り
ます。

水需要の予測

施設の見通し

給水人口の減少に伴い、水需要の低下、料金収入の低下が見込まれるなかで、安全・安心な水を供給するために、適正な水質管理と施設管理を実施し、計画的な維
持管理及び経営改善に努めます。そのため、施設の統廃合などによる施設規模の見直し、地震などの大規模災害時でも安定供給できるよう、老朽管の更新や施設
の耐震化を図ります。

料金収入の見通し

行政区域内人口の減少による、給水人口及び年間総有収水量の減少に伴い料金収入についても、減少傾向となることが見込まれる。
１年度以前から直近５ヶ年の決算統計値より家事用以外の平均率を求め、料金収入に人口減少率を乗算し算定。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

当町の給水人口推移は給水区域内人口と共に今後も減少傾向が続く見込みとなっている。
１年度以前からの直近５ヶ年の決算統計値より減少率を求め、現在給水人口に減少率を乗算し算定。

給水人口の予測

別紙「経営比較分析表」によります。

当町の行政区域内人口は年々減少傾向にあり、それに伴い給水人口も減少する見込みとなっている。１人１日使用水量は近年横ばいで推移しているため、給水人口
減少による総有収水量の減少が見込まれる。

組織の見通し

平成２３年度から平成２５年度の３ヶ年で簡易水道統合事業を実施し、２地区の配水管に連絡管を整備し統合した。また、中央管理システムの導入も実施した。
これにより、浄水の安全管理面の強化及び緊急対応時の即応性の確保が見込まれる。
また、重要給水施設（避難所等）への施設及び配水管についても順次整備を行っております。
今後の財政状況を勘案しながら、施設及び管路の更新について計画的に行っていきます。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強会
の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実
施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

（人）

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

行政区域内人口 10,791 10,627 10,465 10,305 10,147 9,991 9,837 9,685 9,535 9,387 9,241

給水人口 10,299 10,137 9,983 9,829 9,679 9,530 9,384 9,239 9,095 8,954 8,815

（人、千㎥）

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

給水人口 10,299 10,137 9,983 9,829 9,679 9,530 9,384 9,239 9,095 8,954 8,815

総有収水量 1,025 999 983 968 953 939 924 910 896 882 868

（千円）

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

家事用 169,381 166,809 164,268 161,743 159,266 156,821 154,407 152,025 149,659 147,341 145,054

家事用以外 90,637 89,900 89,800 89,700 89,600 89,500 89,400 89,300 89,200 89,100 89,000

料金収入 260,018 256,709 254,068 251,443 248,866 246,321 243,807 241,325 238,859 236,441 234,054



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
管路及び施設の老朽化対策を優先的に進め、将来的な水需要に向けた安定的な施設機能を保持するため、施設の更新や長寿
命化を図るとともに、災害への強化を推進します。

目 標 人口減少に伴う料金収入の減収が見込まれることから、漏水の減少に努め施設稼働率を抑える等経費節減に努める。

②　収支計画のうち財源についての説明

人口減少に伴い、施設の稼働状況により設備及び管路のスペックダウンを行いつつ、長寿命化を図り計画的に整備を行います。また、災害時でも避難所機能が維持
できるよう重要給水施設配水管の更新及び老朽管の更新を行います。
重要給水施設配水管更新（令和６年まで順次更新）
漏水多発管路更新（令和１１年度まで）

設備投資については、料金収入の減少が見込まれるため企業債残高を抑えつつも企業債のほか補助金および交付金等の活用を検討します。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

修繕費については、施設及び管路の老朽化に伴い増加していくものと考えられます。このため、効率的な更新計画を策定し修繕費の縮小化を検討します。
企業債残高の縮減に努め、利息の抑制を検討します。
施設更新時のスペックダウンによる動力費の抑制を検討します。
そのほか各種経費の見直しをし、抑制を検討します。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費 効率的な管路更新を行い、修繕費の抑制に努めます。

漏水修繕を行い、ポンプ稼働率抑制を図ります。

当町の給与制度による。

本経営戦略は、計画期間である１０年毎の更新を基本としていますが、計画期間中であっても経営状況の改善が図ら
れるよう、今後も投資・財政計画（収支計画）の見直しが必要になってくると思われます。中間年の５年後に検証し見直
しを行います。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

施設・設備の長寿命化等の投資の平準化については、今後の検討課題とします。

広 域 化
青森県水道事業広域連携推進会議において地区会議により事業統合についての勉強会が開催されています。当町の
水道事業担当者についても積極的に参加しており、今後も事業統合に向けた取り組みを実践します。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

補助金を活用しながら、施設及び設備の更新を計画的に実施し、企業債の縮減を図ります。

料金収入の減少に伴い、一般会計からの繰入金等を増額していただくよう交渉します。

民間の資金・ノウハウ等の活用については、今後の検討課題とします。
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

漏水修繕を行い、薬品費等の抑制を図ります。そ の 他 の 取 組

動 力 費

職 員 給 与 費

資産の有効活用については今後の検討課題とします。

そ の 他 の 取 組

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

繰 入 金

施設稼働状況及び、連絡管設置の可能性の検証を行い、施設の統廃合を検討します。

施設稼働状況の検証を行い、合理化を実施します。

人口の減少による料金収入の減少が継続的に進行する見込みの中で、料金体系の見直しを検討する必要がありま
す。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

企 業 債



グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例グラフ凡例
当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均令和元年度全国平均令和元年度全国平均令和元年度全国平均

経営比較分析表（令和元年度決算）経営比較分析表（令和元年度決算）経営比較分析表（令和元年度決算）経営比較分析表（令和元年度決算）
青森県　平内町青森県　平内町青森県　平内町青森県　平内町

業務名業務名業務名業務名 業種名業種名業種名業種名 事業名事業名事業名事業名 類似団体区分類似団体区分類似団体区分類似団体区分 管理者の情報管理者の情報管理者の情報管理者の情報 人口（人）人口（人）人口（人）人口（人） 面積(km面積(km面積(km面積(km
2222)))) 人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km人口密度(人/km

2222))))

217.09 50.09 ■■■■

資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％)資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％)自己資本構成比率(％) 普及率(％)普及率(％)普及率(％)普及率(％) 1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ1か月20ｍ
3333
当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円)当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)現在給水人口(人)現在給水人口(人)現在給水人口(人) 給水区域面積(km給水区域面積(km給水区域面積(km給水区域面積(km

2222)))) 給水人口密度(人/km給水人口密度(人/km給水人口密度(人/km給水人口密度(人/km
2222))))

法適用 水道事業 末端給水事業 A7 非設置 10,874

－－－－

- 49.57 95.44 5,049 10,299 43.36 237.52 【】【】【】【】

全体総括全体総括全体総括全体総括

　今後、人口減少に伴い収益が減少することが予想
されることから、今後の経営状況は厳しいものと
なっている。また、財源確保が厳しい状況である
が、企業債を抑えつつ施設等の老朽化対策、漏水対
策も必要であり、管路更新等の効率的な投資計画に
取組み経営改善を図る必要がある。

分析欄分析欄分析欄分析欄

1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支については、高い水準で維持している
が、これから人口減少に伴い収益が減少することが
予想されるので、さらなる費用節減に努めなければ
ならない。流動比率が落ち込んでいるのは、企業債
残高の比率が高いためであることから、企業債残高
を減少させつつ、管路更新等の投資効率化につい
て、中長期的な改善策の検討が必要である。また、
施設利用率に対し有収率が少ないのは、漏水等が原
因であることから、早急に漏水対策に努めなければ
ならない。この結果、施設利用率が減るようであれ
ば、施設統合の検討も必要である。

2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について2. 老朽化の状況について

　財源確保が厳しい状況であるが、数年間管路更新
率が類似団体平均より低いため、老朽管の更新に努
めた。今後も管路更新等に必要な財源を確保し、耐
震化等を考慮しつつ経営状況とのバランスを見なが
ら継続していく必要がある。管路経年化率について
は、管路の布設年度の整備が進んでいないため、過
去の資料をもとに精査してる状況にある。

2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況2. 老朽化の状況
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当該値 125.24 129.44 123.77 125.30 124.53

平均値 100.82 101.64 96.77 95.81 95.26

165.00

170.00

175.00

180.00

185.00

190.00

195.00

200.00

205.00

210.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 202.35 196.00 204.58 202.66 203.70

平均値 179.55 179.16 187.18 189.58 192.82

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 78.73 82.09 81.43 81.81 75.99

平均値 53.52 54.24 55.88 55.22 54.05

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 70.05 67.61 65.14 66.07 70.74

平均値 81.46 81.68 80.99 80.93 80.51

②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率②累積欠損金比率((((％％％％)))) ③流動比率③流動比率③流動比率③流動比率((((％％％％)))) ④企業債残高対給水収益比率④企業債残高対給水収益比率④企業債残高対給水収益比率④企業債残高対給水収益比率((((％％％％))))

⑤料金回収率⑤料金回収率⑤料金回収率⑤料金回収率((((％％％％)))) ⑥給水原価⑥給水原価⑥給水原価⑥給水原価((((円円円円)))) ⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率⑦施設利用率((((％％％％)))) ⑧有収率⑧有収率⑧有収率⑧有収率((((％％％％))))

①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率①有形固定資産減価償却率((((％％％％)))) ②管路経年化率②管路経年化率②管路経年化率②管路経年化率((((％％％％)))) ③管路更新率③管路更新率③管路更新率③管路更新率((((％％％％))))

【112.01】 【1.08】 【264.97】 【266.61】

【89.80】【60.00】【168.38】【103.24】

【49.59】 【19.44】 【0.68】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 262,562 261,184 257,709 255,018 252,343 249,716 247,121 244,557 242,025 239,509 237,041 234,604
(1) 261,026 260,021 256,709 254,068 251,443 248,866 246,321 243,807 241,325 238,859 236,441 234,054
(2) (B)
(3) 1,536 1,163 1,000 950 900 850 800 750 700 650 600 550

２． 35,147 35,019 32,468 32,059 32,002 32,247 32,625 32,721 32,540 32,611 32,800 32,991
(1) 9,000 10,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

9,000 10,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

(2) 23,279 22,230 21,768 21,409 21,402 21,697 22,125 22,271 22,140 22,261 22,500 22,741
(3) 2,868 2,789 2,700 2,650 2,600 2,550 2,500 2,450 2,400 2,350 2,300 2,250

(C) 297,709 296,203 290,177 287,077 284,345 281,963 279,746 277,278 274,565 272,120 269,841 267,595
１． 198,635 201,439 210,673 209,827 209,701 209,005 208,854 208,758 208,197 206,716 207,275 208,007
(1) 19,044 19,567 19,620 20,012 20,411 20,818 21,233 21,657 22,089 22,530 22,980 23,439

10,515 10,792 10,950 11,169 11,392 11,619 11,851 12,088 12,329 12,575 12,826 13,082

8,529 8,775 8,670 8,843 9,019 9,199 9,382 9,569 9,760 9,955 10,154 10,357
(2) 63,271 65,882 74,900 73,400 72,400 71,400 70,400 69,400 68,400 67,400 66,400 65,400

19,837 18,960 20,000 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000 19,000
10,877 15,112 18,000 17,500 17,000 16,500 16,000 15,500 15,000 14,500 14,000 13,500
1,794 579 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900

30,763 31,231 35,000 35,000 34,500 34,000 33,500 33,000 32,500 32,000 31,500 31,000
(3) 116,320 115,990 116,153 116,415 116,890 116,787 117,221 117,701 117,708 116,786 117,895 119,168

２． 32,967 29,589 26,217 23,074 19,771 16,858 14,265 12,210 10,652 9,503 8,528 7,781
(1) 32,942 29,584 26,117 22,974 19,671 16,758 14,165 12,110 10,552 9,403 8,428 7,681
(2) 25 5 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

(D) 231,602 231,028 236,890 232,901 229,472 225,863 223,119 220,968 218,849 216,219 215,803 215,788
(E) 66,107 65,175 53,287 54,176 54,873 56,100 56,627 56,310 55,716 55,901 54,038 51,807
(F)
(G)
(H)

66,107 65,175 53,287 54,176 54,873 56,100 56,627 56,310 55,716 55,901 54,038 51,807
(I) 163,687 190,618 195,899 215,425 253,341 294,403 354,346 420,207 487,334 555,597 625,740 625,740
(J) 100,781 107,106 90,000 100,000 101,000 102,000 103,000 104,000 105,000 106,000 107,000 108,000

3,127 3,409 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000
(K) 159,619 167,754 153,926 138,490 136,525 119,707 109,021 97,022 92,644 80,803 67,617 62,651

152,262 157,808 144,926 129,490 127,517 110,735 100,387 88,818 83,240 71,519 58,773 53,617

1,318 3,621 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 262,562 261,184 257,709 255,018 252,343 249,716 247,121 244,557 242,025 239,509 237,041 234,604

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

10年度 11年度3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 57,000 67,100 108,000 55,700 70,000 70,000 50,000 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000

２．

３． 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

４．

５．

６． 23,407 20,640 11,275 12,000 18,000 18,000 12,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

７．

８．

９．

(A) 80,407 87,740 121,275 69,700 90,000 90,000 64,000 67,000 67,000 67,000 67,000 67,000

(B)

(C) 80,407 87,740 121,275 69,700 90,000 90,000 64,000 67,000 67,000 67,000 67,000 67,000

１． 106,924 97,875 124,604 79,000 95,000 95,000 70,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000

２． 145,982 152,263 157,808 144,926 129,490 127,517 110,735 101,391 89,822 84,244 72,523 59,777

３．

４．

５．

(D) 252,906 250,138 282,412 223,926 224,490 222,517 180,735 176,391 164,822 159,244 147,523 134,777

(E) 172,499 162,398 161,137 154,226 134,490 132,517 116,735 109,391 97,822 92,244 80,523 67,777

１． 123,349 123,221 128,973 116,715 116,890 116,787 117,221 117,701 117,708 116,786 117,895 119,168

２．

３．

４． 49,150 39,177 32,164 37,511 17,600 15,730

(F) 172,499 162,398 161,137 154,226 134,490 132,517 117,221 117,701 117,708 116,786 117,895 119,168

(G)

(H) 1,475,216 1,390,054 1,340,246 1,235,320 1,175,830 1,118,313 1,057,578 1,011,187 976,365 947,121 929,598 924,821

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

9,000 10,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

9,000 10,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

9,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

11年度8年度 9年度 10年度本年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

他 会 計 負 担 金

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

10年度

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

11年度4年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

9年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度 3年度 5年度 6年度 7年度 8年度


